
第２号議案 

 

広島県教育委員会公有財産管理規則の一部改正について 

 

 広島県教育委員会公有財産管理規則の一部改正について，次のとおり提案し

ます。 

 

  令和３年 11 月 12 日 

 

広島県教育委員会教育長 平 川 理 恵 

 

１ 提案の趣旨 

  広島県公有財産管理規則の一部が改正されたため，同規則に準拠して定め

られている，広島県教育委員会公有財産管理規則の一部を改正する。 

 

２ 提案する教育委員会規則改正の内容 

   財産の貸付に係る連帯保証人に係る規定を整理する。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 

 

４ 根拠規定 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

 第 15 条 教育委員会は，法令又は条例に違反しない限りにおいて，その

権限に属する事務に関し，教育委員会規則を制定することができる。 



広 島 県 教 育 委 員 会 規 則 第  号 
広 島 県 教 育 委 員 会 公 有 財 産 管 理 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。  

令 和  年  月  日  

広 島 県 教 育 委 員 会  

教 育 長  平  川  理  恵  

広 島 県 教 育 委 員 会 公 有 財 産 管 理 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

広 島 県 教 育 委 員 会 公 有 財 産 管 理 規 則 （ 昭 和 四 十 年 広 島 県 教 育 委 員 会 規 則 第 九 号 ） の 一 部

を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に

改 正 す る 。  

改  正  後  改  正  前  

 

（ 連 帯 保 証 人 ）  

第 三 十 四 条  （ 略 ）  
 一 相 当 の 固 定 資 産 を 有 す る 者 で 教 育 長 が 適

当 と 認 め る も の  
 
 二 固 定 し た 収 入 を も つ て 独 立 の 生 計 を 営 む

者 で 教 育 長 が 適 当 と 認 め る も の  
 

２ 課 の 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 連 帯 保 証 人 を

立 て さ せ る と き は 、 貸 付 け を 受 け よ う と す る

者 か ら 連 帯 保 証 人 届 に 第 十 一 条 第 一 項 第 三 号

に 掲 げ る 書 類 を 添 付 し て 提 出 さ せ な け れ ば な

ら な い 。  
 

３ 課 の 長 は 、 普 通 財 産 の 貸 付 け を 受 け た 者 （

以 下 「 借 受 人 」 と い う 。 ） の 連 帯 保 証 人 が 死

亡 し た と き 又 は 破 産 手 続 開 始 の 決 定 そ の 他 連

帯 保 証 人 と し て 適 当 で な い 事 由 が 生 じ た と き

は 、 借 受 人 に 直 ち に 新 た な 連 帯 保 証 人 を 立 て

さ せ な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て は 、

前 項 の 規 定 を 準 用 す る 。  
 

（ 借 受 人 及 び 連 帯 保 証 人 の 住 所 又 は 氏 名 の 変

更 届 ）  

第 四 十 一 条  借 受 人 又 は そ の 連 帯 保 証 人 が 住 所

又 は 氏 名 （ 法 人 （ 法 人 の 委 任 を 受 け た 支 店 、

支 社 等 で あ る 場 合 を 含 む 。 ） に あ つ て は そ の

所 在 地 又 は 名 称 ） を 変 更 し た と き は 、 当 該 財

産 を 管 理 す る 課 又 は 所 の 長 は 、 当 該 借 受 人 又

は そ の 連 帯 保 証 人 に 変 更 届 を 提 出 さ せ な け れ

ば な ら な い 。  
 

 

（ 連 帯 保 証 人 ）  
第 三 十 四 条  （ 略 ）  

 一 県 内 に 居 住 し 、 同 一 市 町 に 引 き 続 き 二 年

以 上 年 額 三 千 円 以 上 の 固 定 資 産 税 を 納 付 し

て い る 者  
 二 県 内 に 居 住 し 、 固 定 し た 収 入 を も つ て 独

立 の 生 計 を 営 む 者 で 教 育 長 が 適 当 と 認 め る

も の  

２ 連 帯 保 証 人 が 前 項 各 号 の い ず れ か に 該 当 し

な く な つ た と き は 、 課 の 長 は 、 行 政 財 産 の 貸

付 け を 受 け た 者 （ 以 下 「 借 受 人 」 と い う 。 ）

に 直 ち に 新 た な 連 帯 保 証 人 を 立 て さ せ 、 連 帯

保 証 承 諾 願 を 提 出 さ せ な け れ ば な ら な い 。 連

帯 保 証 人 が 死 亡 し た と き も 、 ま た 同 様 と す る 。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ 借 受 人 及 び 連 帯 保 証 人 の 住 所 又 は 氏 名 の 変

更 届 ）  

第 四 十 一 条  借 受 人 又 は そ の 連 帯 保 証 人 が 住 所

又 は 氏 名 （ 法 人 に あ つ て は 、 所 在 地 又 は 名 称

若 し く は 代 表 者 若 し く は そ の 氏 名 ） を 変 更 し

た と き は 、 当 該 財 産 を 管 理 す る 課 又 は 所 の 長

は 、 当 該 借 受 人 又 は そ の 連 帯 保 証 人 に 直 ち に

変 更 届 を 提 出 さ せ な け れ ば な ら な い 。  
 

 附  則  

こ の 教 育 委 員 会 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  


